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町道の認定 建設工事委託協定の変更

路線名　ならはスマートインター線 公共下水道南地区浄化センター災害復旧事業に係る
建設工事委託の基本協定の変更　大谷地内を起点.終点とした、ならはスマー

トインターチェンジ(仮称)との連結に必要な管

理道路部分を新規認定するため。【全員賛成：

可決】

　北地区浄化センター遠方監視装置復旧による

協定額の増額変更のため。【全員賛成：可決】

　　平成26年３月  葉町議会定例会
３月定例会で議決された事項について、 お知らせします。

―震災から三年、犠牲者を悼み黙祷―

　平成26年３月11日、東日本大震災から３年目となるこの日、３月楢葉町議会定例会にお

いて、議員並びに町長、町執行部など出席者全員により、犠牲になられた方々を悼み１分間

の黙祷が捧げられました。

　犠牲になられた方々に対し、謹んでご冥福をお祈り申し上げます。
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条例の制定・改正・廃止

葉町課設置条例の改正

　放射線に伴う健康管理に関する事務を住民福

祉課の所管とするため。【全員賛成：可決】

葉町職員の給与に関する条例の改正

　福島県人事委員会報告を踏まえ、通勤手当の

上限額を改定するため。【全員賛成：可決】

葉町道路占用料徴収条例の改正

　消費税法一部改正、地方税法及び地方交付税

法の一部改正に伴い、消費税率及び地方消費税

率の改正等のするため。【全員賛成：可決】

葉町保健福祉会館条例等の改正

　消費税法一部改正、地方税法及び地方交付税

法の一部改正に伴い公共施設等の使用料等を改

定するため。【全員賛成：可決】

〈対象〉楢葉町保健福祉会館・楢葉町下水道・

楢葉町行政財産使用料・雇用促進住宅・公営墓

地・応急仮設住宅合併処理浄化槽・公民館・体

育館・屋外スポーツ施設・夜間運動用照明灯

葉町長等の給与の特例に関する条例の改正

　昨年度から引き続き楢葉町長等の給与の特例

期間の延長のため。【全員賛成：可決】

平成26年度葉町東日本大震災等による被災者
に対する町税等の減免に関する条例の制定

　平成24･25年度に引き続き、個人町民税、

固定資産税、軽自動車税及び国民健康保険税並

びに介護保険料を減免するため。【全員賛成：

可決】 ・葉南工業団地公園条例の廃止
・葉町研修センターの設置及び

管理に関する条例の廃止 　　  

　オフサイトセンター施設用地となることに伴

い廃止となるため。【全員賛成：可決】

　　平成26年３月  葉町議会定例会
３月定例会で議決された事項について、 お知らせします。

◆提出された案件については、慎重に審議された結果、原案どおり可決・承認されました。

議決案件【29案件】

・平成26年度楢葉町東日本大震災等による被災者に対
する町税等の減免に関する条例の制定について

・楢葉町課設置条例の改正について
・楢葉町長等の給与の特例に関する条例の改正について
・楢葉町職員の給与に関する条例の改正について
・楢葉町保健福祉会館条例等の改正について
・楢葉町道路占用料徴収条例の改正について
・楢葉南工業団地公園条例の廃止について
・楢葉町研修センターの設置及び管理に関する条例の

廃止について
・平成25年度楢葉町一般会計補正予算（第７号）
・平成25年度楢葉町国民健康保険特別会計補正予算
（第３号）
・平成25年度楢葉町下水道事業特別会計補正予算
（第５号）
・平成25年度楢葉町介護保険特別会計補正予算
（第３号）

・平成25年度楢葉町後期高齢者医療特別会計補正予
算（第２号）

・平成26年度楢葉町一般会計予算
・平成26年度楢葉町国民健康保険特別会計予算
・平成26年度楢葉町下水道事業特別会計予算
・平成26年度楢葉町住宅用地造成事業特別会計予算
・平成26年度楢葉町介護保険特別会計予算
・平成26年度楢葉町後期高齢者医療特別会計予算
・工事請負契約の締結について
・工事請負契約の締結について
・工事請負契約の変更について
・工事請負契約の変更について
・工事請負契約の変更について
・工事請負契約の変更について
・建設工事委託に関する協定の変更について
・町有財産の処分について
・町有地の処分について

請願事件の審査【１案件】

・ＴＰＰ交渉に関する意見書の提出について【全員賛成：採択】
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町有財産･町有地の処分

工事請負契約

平成25年度補正予算

町有財産の処分

町有地の処分

　南工業団地敷地の一部をモックアップ施設用

地とするため、土地及び建物を処分するため。

【全員賛成：可決】

▽山田岡字仲丸１番15　ほか６筆

　宅地30,668.39㎡・雑種地5,212㎡

　鉄骨造亜鉛メッキ鋼板葺２階建１棟　ほか４棟

　延べ面積 5,139.17㎡

▽価　格　２億8171万4913円

▽相手方　（独）日本原子力研究開発機構

工事請負契約の締結

　モックアップ施設建設予定地解体工事の締結
【全員賛成：可決】
▽旧 二葉加工紙工場解体工事
▽旧 高野工業工場解体工事

【一般会計予算(第7号)】

　歳入歳出予算に14億6315万7千円を減額
し、補正後の予算総額を歳入歳出それぞれ82
億2974万円とする。【全員賛成：可決】

【国民健康保険特別会計(第3号)】

　歳入歳出予算に3400万円を追加し、補正後
の予算総額をそれぞれ19億9400万円とする。
【全員賛成：可決】

【下水道特別会計予算(第5号)】

　歳入歳出予算に270万1千円を減額し、補正
後の予算総額をそれぞれ10億7961万6千円
とする。【全員賛成：可決】

【介護保険特別会計予算(第3号)】

　歳入歳出予算に4278万1千円を減額し、補
正後の予算総額をそれぞれ8億5770万5千円
とする。【全員賛成：可決】

【後期高齢者医療特別会計予算(第2号)】

　歳入歳出予算に190万円を減額し、補正後
の予算総額をそれぞれ2080万円とする。
【全員賛成：可決】

　南工業団地敷地の一部をオフサイトセンター

施設用地とするため、土地及を処分するため。

【全員賛成：可決】

▽山田岡字仲丸１番77　ほか１筆

　宅地9,215.18㎡

▽価　格　4865万6150円

▽相手方　福島県

工事請負契約の変更

　各工種の精査により契約額の減少のため変更
【全員賛成：可決】
▽北地区管渠災害復旧工事（1工区）（2工区）
▽南地区管渠災害復旧工事（1工区）（2工区）

【南工業団地】

【起立による採決】



３
月
定
例
会

4平成26年５月１日　発行

＝ 平成26年度当初予算 ＝

　平成26年度は、震災等の影響により、これまで以上に自主財源の確保が難しい状況となる一方で、

復興計画の実現に向けた取組の推進が求められ、財源確保が重要な課題となります。

　このような中「新生ならは」のために必要な施策に重点的に配分する予算編成となりました。

【葉町一般会計予算】

≪予算総額≫

　111億9900万円

≪前年比≫

　23憶1800万円（26.1%）の増

≪うち自主財源：町税等≫  

　48億2565万4千円（43.1％）

≪うち依存財源：国県支出県≫

　63憶7334万6千円（56.9％）

　主な事業は下記のとおりです。

「防災集団移転促進事業」「災害公営住宅整

備事業」

「津波被災住宅再建支援事業」「残地廃瓦処

分事業」

「大震災記録誌発行業務」「まちづくり会社

への出損」

「商業協同店舗・交流館建築の実施設計業務」

「個人線量計やガラスバッジの校正事業」

「メディカルセンター運営事業」

「一時帰宅支援バス運行委託」など

【住宅用地造成事業特別会計予算】

≪予算総額≫327万５千円

≪前年比≫　102万２千円の減

　主な事業、「予備費：327万３千円」など。

【下水道事業特別会計予算】

≪予算総額≫３億4690万円

≪前年比≫　５億5910万円の減

　主な事業、「施設管理委託料：5015万４千円」

「公共下水道施設災害復旧費：2790万５千円」

など。

【介護保険特別会計予算】

≪予算総額≫8億8650万円

≪前年比≫　　　6050万円の増

　主な事業、「保険給付費：7億5997万１千円」

「保健福祉事業費：8198万7千円」など。

【後期高齢者医療特別会計予算】

≪予算総額≫2400万円

≪前年比≫　 150万円の増

　主な事業、「後期高齢者医療広域連合給付金：

1999万９千円」など。

【国民健康保険特別会計予算】

≪予算総額≫15億1490万円

≪前年比≫　　１億9140万円の増

　主な事業、「一般被保険者医療給付費：

10億7629万９千円」「後期高齢者支援金：

１億5263万６千円」など。
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ＴＰＰ交渉に関する意見書

　ＴＰＰ交渉は、昨年末までの妥結を目指して進められてきたが、12月にシンガポール

で開催されたＴＰＰ閣僚会合では市場アクセス、知的財産、環境、国有企業などの難航分野

で各国の隔たりが埋まらず、年内妥結を断念し、引き続き協議を続けていくこととなった。

　安倍総理初め政府の主要閣僚及び与党幹部は、国会及び自民党による決議を守るとの交

渉姿勢を堅持しており、両決議は実質的な政府方針となっている。今後とも国益をかけた

きわめて厳しい交渉が続くと予想されるが、政府はいかなる状況においても、現在の姿勢

を断固として貫かなければならない。

　他方、交渉が大詰めを迎えた今もなお、交渉内容についての十分な情報は開示されない

ままである。ＴＰＰは農林水産業のみならず、食の安全、医療、保険、ＩＳＤなど国民生

活に直結する問題であることから、国民に対する情報開示は必要不可欠である。交渉を主

導してきた米国でさえも、みずからの議会から情報開示を求められており、わが国でも早

急に十分な情報を開示すべきである。

　以上を踏まえ、政府に対しＴＰＰ交渉において、下記の事項を必ず実現するよう強く要

請する。

記

　１．ＴＰＰ交渉において衆参農林水産委員会決議や自民党決議を必ず実現すること。

　２．ＴＰＰ交渉に関する国民への情報開示を徹底すること。

　以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。

　2014年3月18日

福島県双葉郡楢葉町議会

請願事件について
≪請願の趣旨≫

　ＴＰＰは農林水産業のみならず、食の安全、医療、保健、ＩＳＤなど国民生活に直結する問題であ
ることから、国民に対する情報開示は必要不可欠である。交渉を主導してきた米国でさえも、みずか
らの議会から情報開示を求められており、我が国でも早急に十分な情報を開示すべきであるため、意
見書を政府及び関係機関に提出くださるよう請願する。

≪付託委員会（経済福祉常任委員会）による審査意見≫

　本請願について審査した結果、楢葉町の主たる産業は農業であり、本請願の趣旨に鑑みれば、当町
のみならず、双葉郡、ひいては我が国の農業並びに国益を守ることにもつながることとなるため妥当
性があると判断し、採択とした。

≪請願者≫

　ふたば農業協同組合 代表理事組合長　志　賀　秀　榮

≪意見書の提出≫

　本請願の採択を受け、下記により意見書を提出しました。
　◆提出先　内閣総理大臣・衆議院議長・参議院議長・外務大臣・農林水産大臣・経済産業大臣
　　　　　　内閣官房長官
　◆提出日　平成26年3月18日 提出
　◆意見書の内容（下記のとおり）
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報告
１

【年末年始の特例宿泊】
　昨年の12月28日から本年１月５日までの最大８泊９日における避難指示解除準備区域での宿泊

を実施いたしました。期間中における宿泊実績は166世帯・317人となりました。

報告
２

【平成26年葉町成人式】
　１月12日、楢葉小中学校仮設校舎体育館において、対象者94名中81名が出席し、開催いたし

ました。今年の成人者の中にはＪＦＡアカデミー福島の１期生６名も出席、大変にぎやかな式とな

りました。

報告
３

【福島・国際研究産業都市構想策定に向けた米国視察】
　１月12日から８日間の行程で、米国のロボット開発に係る研究機関や災害対応訓練施設及び放

射性物質汚染地域で20年間にわたり、除染・廃炉作業が続けられ現在復興を遂げつつあるハン

フォード・サイトの視察を行いました。視察を通して、楢葉町を始めとする双葉地域の経済産業の

再生.進展を図るには、国における産業や研究機関の誘致と町におけるコミュニティー形成などの

基盤づくりが重要と感じました。

報告
４

【中間貯蔵施設に関する動き】
　１月27日に中間貯蔵施設に係る配置の再検討について、福島県より国に申し入れるよう要望、

双葉郡８町村と県との協議を経て県より国へ申し入れが行われ、現在国において検討されていると

ころです。結果的に大熊町・双葉町にご負担をおかけすることとなり、大変複雑な思いです。

報告
５

【葉町表彰式】
　震災により表彰式の開催を見合わせていましたが、２月１日、長年にわたり地方自治や農業振興

に功績のあった方々に対し、特別功労章、功労章、感謝状をそれぞれ贈呈いたしました。

報告
6

【葉町新春交歓会】
　震災から３年ぶりとなる新春交歓会が開催され、国会議員、県議会議員、いわき市長並びに会津

美里町長ほか約170名が参加し、町復興に向けての機運を高めました。

報告
7

【常磐自動車道の再開通】
　広野ＩＣから常磐富岡ＩＣまでの区間再開通に伴う開通式が２月22日に行われ、同区間が震災

以降３年ぶりに開通となりました。

報告
8

【東京大学との連携・協力に関する協定締結】
　国立大学法人東京大学と放射性物質による汚染の測定及び除染の連携・協力に関する協定を３月

１日付で締結いたしました。

報告
9

【除染の進捗状況等】
　当町の国直轄除染は今年の３月で作業が終了予定、おおむね計画どおり進んでいると考えていま

す。除染の効果ついては、現在除染検証委員会にて検証が行われており、４月上旬にも報告いただ

ける予定となっています。

報告
10

【東日本大震災犠牲者追悼式】
　３月９日楢葉町役場においてご遺族・町議会議員・関係団体の方々の参列を賜り実施いたしまし

た。犠牲となられました13名を偲び、大震災による被害の記憶を風化させることなく、町の復興

を心に深く刻み、改めて災害に強いまちへの再生を強く決意したところです。

＝ 町 政 諸 般 報 告 ＝
３月定例会においては、下記の内容について町政報告がありました。
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い
っ
ぱ
ん
質
問

いっぱん
質問 町政を問う! 松 本  清 恵　議員

◆帰町に向けた取り組みに
 ついて

■問 　帰町時期の判断を春に行うと

されているが、安全の確保、除

染の効果、除染廃棄物等の管理

体制、放射線モニタリングの実

施体制、放射線影響への対応体

制、原子力発電所の安全対策、

防災防犯対策について

■答 　（町長）町民が生活する上で
の安全確保と生活に必要な機能
の回復は帰町の大前提、大きく
除染と原子力発電所の問題があ
る。除染について、現在葉町
除染検証委員会において除染の
効果を検証。原子力発電所につ
いては、葉町原子力防災対策
検討委員会を設置、原子力発電
所の現状及び安全対策を確認、
町民の安全確保のため実施すべ
き原子力防災対策について審議
している。安全の確保に対して
求められる要件を一つ一つ検証
し、今後も安全・安心のため対
策がしっかりと講じられていく
ことを確認してまいりたい。

■問 　原子力発電所の安全対策が一

番重要である。

■答 　（環境防災課長）立地町で構
成している所在町協議会も含
め、国や東電に対し現地の状況
を的確に迅速に把握し、責任と
主体性を持って取り組み、安全
に廃炉が進むよう引き続き現地

体制を含め、さらなる充実、強
化を図ることを要望していく。

■問 　生活に必要な機能の回復（電

気.ガ ス.通 信.上 下 水 道.イ ン フ

ラ.学校.保育.医療.介護.福祉.買

物環境）などについて

■答 　（町長）安全の確保とともに
帰町の大前提となる生活に必要
な機能の回復について、電気、
通信、上下水道、交通インフラ
は、警戒区域の見直し以降、ほ
ぼ復旧している状況にある。買
い物環境、医療、介護、福祉、
学校、こども園についても復旧、
準備を進めている。役場機能は、
帰町可能と判断された後は葉
で一部機能を再開する。

　　町民の帰還に当たり、住宅再
建も重要な課題であり、住宅再
建に取り組まれる上での障害は
可能な限り解消できるよう努め
ていく。

■問 　井戸水や沢水を使用している

場合の状況は把握しているか。

■答 　（生活支援課長）井戸水は賠
償が支払われており、沢水は賠
償の中で新たな水源地の確保も
含め検討している。

■問 　防災、防犯への対応は

■答 　（町長）消防団員は、東日本
大震災や福島第一原子力発電所
の事故により県内外に避難して
おり、従来の分団単位での組織
的活動が困難な状況にある。住
民の方々が安心できるよう、地
域防災のかなめである消防団の
組織維持を図っていきたい。

◆賠償について

■問 　帰町期日の判断と賠償の関係

について

■答 　（町長）帰町時期により精神
的損害賠償の終期、また家屋等
の財物賠償の支給割合に影響を
及ぼすことは事実。帰町判断後、
国と協議することとなる解除時

期により、町民の皆様に不利益
が生じないよう、国や東京電力
に対し粘り強く交渉していきた
い。

■問 　町長の言う全損とはどういう

ことなのか

■答 　（町長）警戒区域に指定され
ていた区域内の財物は全て全損
扱いとすべきであるというふう
に考えている。財物賠償の全損
扱いについては、今後も粘り強
く国に対して交渉していきた
い。

　　帰町時期の判断を春に行う
が、全損との関連ということだ
が、解除時期によって帰町時期
が事故後６年以内となり、全損
の取り扱いの要件を満たさなく
なる可能性があるため、先の答
弁のとおり20㎞圏内は全損扱
いとなるよう粘り強く交渉して
まいりたい。

■問 　生活の再建ができるような賠

償をしてもらわねばならないと

思うが

■答 　（生活支援課長）国で示した
第四次追補において、避難者の
生活再建に関する賠償の一定の
指針が示された。移住や住宅の
建替え、大規模修繕など生活再
建に関するものが、避難指示解
除準備区域についても合理的と
認められるものについては費用
の75％相当する額について賠
償の対象とすべきとなってい
る。避難者に負担がかからない
よう不公平感を与えないよう、
県原子力対策協議会として緊急
要求を東電に対し行っている。

■答 　（町長）警戒区域内は全て全
損扱いとすべきであり、町民が
不利益を被らないように、なる
べく多く賠償支払いが行われる
よう引き続き交渉していきた
い。



8平成26年５月１日　発行

い
っ
ぱ
ん
質
問

いっぱん
質問 町政を問う! 鈴 木  恒 男　議員

◆今後の波倉地区の利用に

　ついて

■問 　中間貯蔵施設及び保管庫設置

が候補地から削除されたが、ど

のように考えるか

■答 　（町長）中間貯蔵施設配置の

再検討について、県から国に申

し入れるよう要望し、その後、

双葉郡８町村と県との協議を経

て、県より国へ申し入れが行わ

れところである。結果的に大熊

町、双葉町ご負担をおかけする

こととなり、大変複雑な思いが

あるが、葉町としては、双葉

郡復興の前線拠点として、復興

を牽引する役割を全力で担って

まいりたい。

■問 　新聞で報道された焼却灰固化

設備の概要について

■答 　（町長）フクシマエコテック

クリーンセンター埋立処分計画

(案)によれば焼却灰は雨水等の

接触による放射性廃棄物の溶出

量の低減を図るため、セメント

により固形化することとしてお

り、県では地域住民等の安心安

全や作業効率性を高める観点か

ら場外に設置すべきとして国に

申し入れをしている。

■問 　関係する地区等に情報提供は

されているのか

■答 　（町長）環境省で詳細につい

て示した時点でしっかり説明さ

れると考えている。その時点で

意見も聞きながら協議していき

たいと考えている。

■問 　今後、波倉地区をどのように

活用するのか

■答 　（町長）町の考え方も踏まえ、

福島県から国へ申し入れを行っ

ている段階であり、生活再建、

地域振興策を含め、国が総合的

に検討した結果、福島県へ回答

される内容を注視してまいりた

い。

◆各種補助制度について

■問 　セメント瓦の交換に町からの

補助が必要と考えるが

■答 　（町長）災害救助法に基づく

住宅の応急修理制度を活用し

て、屋根瓦の修繕した方もいる

が、現在この制度は終了してい

る。現時点では東電の財物賠償

により対応願いたいと考えてい

る。

■問 　セメント瓦の交換費用の町独

自の補助制度などがあれば帰町

者も増えると思うが

■答 　（町長）制度を使って処理す

ることも検討しているが、非常

に厳しい財政状況に陥っている

ということも事実。財物賠償は、

一定程度東京電力との交渉に

よって可能な部分あるので、そ

れらを踏まえて検討させていた

だきたい。

■問 　町内に住宅を新築する建設費

や土地購入費等の補助制度の創

設や固定資産税の減免措置等を

行い、定住を促進させる策が必

要と考えるが

■答 　（町長）帰町を考えている方

への支援はもとより、転入者の

受け入れ環境整備も重要と考え

ている。補助制度の創設など必

要な施策について、国・県と協

議しながら検討したい。固定資

産税減免措置等についても、代

替住宅用地あるいは代替家屋の

軽減特例等を含めて考えていき

たい。

◆屋内汚染について

■問 　屋内汚染測定結果を示してい

ただきたい

■答 　（町長） ㎠当たり最大23ベク

レルという値。また、雨が室内

に侵入した住宅14件の追加調

査を行い現在分析中

■問 　もともとなかったものであ

り、居住空間である室内にそう

いう個所があるのが問題

■答 　（放射線対策課長）室内調査

など状況把握というのも必要だ

と考えている。そういった相談

に対応するような相談員も含め

た一定程度の制度が必要だろう

と考えている。

■問 　内部被ばく管理についてどの

ように考えるか

■答 　（町長）今後は内部被ばくの

管理が大切であると考えている。

定期的にホールボディーカウン

ター検査を受検していただくこ

とが必要。町としても定期的に

環境モニタリングを行いながら

状況把握に努めてまいりたい。
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い
っ
ぱ
ん
質
問

いっぱん
質問 町政を問う! 永 山  広 男　議員

◆今春、町への帰還を判断する
ようだが、その体制づくりは
どの程度整っているか

■問 　現在、配布されている個人線

量計では不足がある。高性能の

ものを別に配布してはどうか

■答 　（町長）現段階ではモニタリ

ングの対象とすべきなのはセシ

ウムであるため、ガンマ線を捕

捉できる空間線量計を配布して

いるが、それによりストロンチ

ウムやプルトニウムに関する対

策も十分とれるという知見を得

ている。

■問 　モニタリングポストの増設に

ついて

■答 　（町長）モニタリングポスト

の設置は原子力規制庁が実施し

ており、葉町内では現在42

基が稼働している。町としては

今後、モニタリング車等も活用

しつつ必要であれば追加設置も

要望していく。

■問 　健康維持の観点から食料放射

性物質検査体制をより充実させ

るべきと思うが

■答 　（町長）現在葉町内での食

品検査は簡易分析器６台、ゲル

マニウム半導体検出器１台の計

７台で検査を実施。今後、検体

を破壊しないで測定する非破壊

検査器等の導入なども含め検査

体制等の整備してまいりたい。

■問 　介護福祉の更なる充実を図ら

ねばならないと感じるが

■答 　（町長）リリー園、デイサー

ビスセンターやまゆり荘につい

ては帰町に向けて事業再開の準

備中。葉ときわ苑は内郷地区

に仮設が再開。町内の施設は当

面通所リハビリテーション及び

訪問リハビリテーションを行う

施設として再開する計画であ

る。徐々にではあるが、介護施

設の充実が図られていくものと

考えている。

■問 　風評被害も含め安全性確保の

方向性はどうか。

■答 　（町長）水稲の実証栽培の検

査結果及び木戸川のサケの放射

性物質検査の結果において、基

準を超えるものなかった。今後

も引き続き調査を行ない風評対

策と全品検査体制の構築等につ

いて検討してまいりたい。

■問 　フォローアップ除染につい

て、体制づくりとその方法、ま

た、町民が知らない間に済ます

ことのないよう対応すべきと思

うが

■答 　（町長）方針を早期に提示を

し、住民への情報提供を国へ申

し入れていきたい。

■問 　仮置き場にある、トンバッグ

の処分方法は

■答 　（町長）中間貯蔵施設の位置

づけが政府から示されていな

い。全てに係ってくる問題なの

で順次整理をして、言うべきと

ころは迅速に訴えていきたい。

■問 　焼却灰セメント固化施設の場

所は決定したのか。また安全性

は確保できるのか。

■答 　（町長）内容については現在

国において検討されていると思

われるが、安全性はもちろん、

廃棄物量を精査した上での配置

の見直しや30年後の県外処分

の法制化さらには生活再建や地

域振興策等を総合的に検討して

回答されるものと認識してい

る。

■問 　学校再開の取り組みについ

て、いわきと楢葉及びその他の

地域を含めた分舎化を考えてい

るのか、または送迎主体の方向

性を考えているのか

■答 　（教育長）小学校や中学校の

施設の整備はもちろん、帰町時

期が決定した際にはアンケート

などを実施し就学人員を把握し

た上で分舎化も視野に考えてま

いりたい。葉町での学校再開

に伴い、当然、送迎の方法も検

討しなければならないと考えて

いる。　　

■問 　中高一貫教育の現実性は

■答 　（教育長）中高一貫校につい

て、広野町に施設設置が決定し、

平成27年度高校が開校という

計画が示されている。中学校に

ついては併設型にするか、それ

ぞれの町村の学校と連携する連

携型にするか、正式には決まっ

ていない。

■問 　中学校が併設型となった場

合、現在建設している校舎はい

らなくなってしまうのではない

か

■答 　（教育長）保護者の選択肢が

併設型の一貫校を選ぶか郡内の

中学校を選ぶか、選択肢がふえ

るという考えである。

■問 　なぜ子供だけ楢葉に返すのか

という声が多くあるようだが

■答 　（教育長）葉に開校し、帰っ

て向こうの校舎で学びたいとい

う意見が次第に多くなり、最終

的な着地点として葉で就学と

いう流れになればと考えている。
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い
っ
ぱ
ん
質
問

いっぱん
質問 町政を問う! 渡 辺 修 三　議員

◆帰町時期を判断するに当たっ
ての今後の取り組みについて

■問 　道の駅ならはの現状と今後の

取り組みについて

■答 　（町長）現在双葉警察署に貸
与となっており、今後帰町に向
け改修等を実施するとともに、
双葉警察署の移転など総合的に
勘案しながら対応していきた
い。

■問 　どのぐらいの目安で双葉警察

署の移転を考えているのか

■答 　（町長）富岡町の除染やイン
フラ等の復旧等々の影響もあり
今の時点ではお示しできない。

■問 　竜田駅周辺の今後の取り組み

について

■答 　（町長）葉町土地利用計画
アクションプランに基づき事業
所や就業者、研究者のための居
住、宿泊場所、さらには駅前広
場、ＪＲ常磐線を横断する連絡
通路等を整備する予定、また、
ＪＲ常磐線は町の帰町判断に合
わせて運行を再開することと
なっている。

■問 　木戸駅周辺の今後の取り組み

について

■答 　（町長）今後、町の復興を推
進していく中でＪヴィレッジを
復興のシンボルに位置づけてい
る。その玄関口である木戸駅周

辺についても、従前の整備計画
の見直しも含め、にぎわいとゆ
とりのある空間を目指して取り
組んでいく。

■問 　Ｊヴィレッジの現状と今後の

取り組みについて

■答 　（町長）現在、廃炉作業に係
る事務所や作業員宿舎や東京電
力福島復興本社の本部機能も置
かれている。今後、2020年の
東京オリンピック開催を念頭に
Ｊヴィレッジ復旧及び施設再開
に向け支援を行うとともに、被
災地のシンボルとなるよう、改
めて国へ強く要望していきた
い。

■問 　Ｊヴィレッジについて、今後

サッカー場だけでいいのか疑問

に思うが

■答 　（町長）記念になる施設に変
えらどうだという考え方もある
が、モックアップ施設なども含
めた広いエリアを見ながら、そ
れらも踏まえ進めたいと考えて
いる。

■問 　木戸ダムの現状（ダム湖底除

染）と今後の取り組みについて

■答 　（町長）現在のダムの湖底の
放射性物質濃度は、国の発表で
はキログラム当たり１万6,800
ベクレルとなっている。葉町
除染検証委員会において木戸ダ
ムの構造上、ダム底のセシウム
が流れ出る可能性は低いという
ことが確認され、安全は確保さ
れていると考えているが、町民
の不安感が根強いことから、不
測の災害による取水中の放射性
物質混入をモニタリングできる
高頻度の水道水放射性物質モニ
タリングシステムの設置や必要
に応じたダム湖への対応検討を
国へ求める考えである。

■問 　木戸川河川（漁協）の今後の

取り組みについて

■答 　（町長）現在、木戸川漁業協
同組合の復旧復興再生計画に基

づき関連施設の被災調査、実施
設計等を発注、また、サケモニ
タリング調査等を実施、今後、
関連施設の復旧工事等に取り組
んでいく。

■問 　しおかぜ荘の現状と今後の取

り組みについて

■答 　（町長）平成26年度に復旧工
事に着手する予定。なお、温泉
施設は一部改修を行い一時帰宅
者などに無料で入浴サービスの
提供を行っている。今後帰町時
期には一般営業が可能となるよ
う対応してまいりたい。

■問 　ならは復興会社の今後の取り

組みについて

■答 　（町長・復興推進課長）町の
商工関係者や金融機関の代表、
住民、学識経験者などから成る
設立準備会を開催。今後会議を
重ね、６月１日の設立を目指す。
場所はこども園付近を予定。活
動については自宅の管理代行や
高齢者の支援、国の生活相談員
など様々な住民の支援となるよ
うな取り組みを考えている。

■問 　楢葉復興ＩＣの今後の取り組

みについて

■答 　（町長）現在、関係機関等の
ワーキンググループを設置し取
り組みを進めているところ、今
後協議を重ね、インターチェン
ジ設置に向けた地区協議会の設
置なども含めて関係機関と協
議、調整してまいりたい。

■問 　楢葉町の小学校・中学校の今

後の取り組みについて

■答 　（教育長）小学校は南小学校
での学校再開を考え災害復旧工
事を実施しているところ、中学
校は平成26年度完成を目指し
て工事を進めているところであ
り、平成27年度以降いつでも
学校再開ができるように準備を
進めている。
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い
っ
ぱ
ん
質
問

いっぱん
質問 町政を問う! 草 野 公 雄　議員

◆楢葉町帰町計画（案）に
 ついて

■問 　帰町計画に対する町民意見の

反映について

■答 　（町長）帰町の判断に当たっ

ては安全の確保、生活に必要な

機能の回復のそれぞれに求めら

れる要件が充足されているかを

しっかりと検証しその結果を町

民の皆様に説明し、意見を伺う

機会を設けそれをもとに判断を

していく考えである。

■問 　町長は賠償問題に関し全損扱

いであると以前から表明してい

るが具体的な要請先など示して

いただきたい。

■答 　（町長）双葉郡８町、福島県、

経産省、文科省等々に出向きさ

まざまに要望してきている。

■問 　帰町判断の進め方について

■答 　（町長）復旧・復興のための

施策、取り組みの状況を踏まえ

各要件が充足されているかを確

認しその結果を町民、議会に説

明し、聴取したご意見も参考に

総合的に勘案した上で帰町の判

断をしていきたい。

■問 　帰町判断の延期時の対応につ

いて

■答 　（町長・復興推進課長）延期

に至った要因に速やかに対処

し、見通しが立った段階で次の

判断時期を設定したいと考えて

いる。慎重に考える町民や早く

帰りたい町民に対しいろんな角

度からサポートをしながら、町

民自身が帰町に向けて取り組め

るような仕組みづくりなど町を

取り戻すのだという気運を高め

ながら、しっかりと延期時の対

応については取り組んでいきた

い。

■問 　楢葉町で開所する医療関係者

はいるのか

■答 　（住民福祉課長）現在、とき

クリニックは内装や器具の整備

等帰町に向けて準備を進めてお

り、蒲生歯科医院は避難してい

る住民のため上荒川に仮設の歯

科医院を立ち上げ診療を行って

いる。今後、徐々に葉のほう

にスライドしていくというよう

な計画で進めている。

■問 　帰町と住宅再建の準備期間と

解除時期について

■答 　（町長）避難指示解除準備区

域は、町のみならず、町民の方々

にも帰還に向けた準備を進めて

いただく区域であるというふう

に認識しており、帰還を望む町

民が将来の帰町に備え住宅の再

建に取り組んでいただく期間で

あると考えている。帰町時期に

ついては、様々な状況を総合的

に勘案し今年の春に判断をして

まいりたい。

■問 　商工業者の動向について

■答 　（町長）現在、葉町内で営

業を再開している事業者は小売

業６社、サービス業５社、建設

業８社、製造業５社、石材業等

その他として３社、飲食業１

社の計28社。また、町外にお

ける営業再開業者は126社と

なっている。

■問 　当分採算を考えられない状態

であるため、再開に踏み切れな

い事業者が多いと思われるが

■答 　（新産業創造室長）営業に関

し不安を感じていることは承知

している。町としては、今後県

の補助とタイアップしながら、

町でもそういった対応ができる

よう検討してまいりたい。

■問 　帰町を見合わせる町民支援の

重要性について

■答 　（町長）やむを得ず帰町を当

面見合わせる町民も少なくない

ことは感じている。

　　町としては個々の事情も配慮

をしながら、これまでに実施さ

れてきた支援が継続されるよう

県・国に働きかけをしていきた

い。

■問 　帰町に伴う役場の体制につい

て

■答 　（町長）町民の帰町に合わせ

て葉町役場の業務を再開させ

るという考えである。

■問 　高齢者等の医療、健康方面の

町社協の対応は

■答 　（町長）今の段階で帰町になっ

た場合、一度に全町民が戻ると

いうことは想定しづらい状況、

当然、いわき、会津、葉の三

極体制になると考えており、そ

ういうことを踏まえながら社会

福祉協議会としても対応してい

く考えである。

■問 　災害公営住宅の建設時期と帰

町判断について

■答 　（町長・建設課長）災害公営

住宅については、現在用地交渉

を進めているところ、建設時期

は平成27年度に建築工事に着

手し、平成27年度後半には入

居できるようにしたいと考えて

いる。
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い
っ
ぱ
ん
質
問

いっぱん
質問 町政を問う! 結 城  政 重　議員

◆帰町方針について

■問 　除染の効果について

■答 　（町長）国が短期的に除染目
標としている平成25年8月末
までに平成23年8月末と比べ
一般公衆の年間追加被ばく線量
を約50％減少した状態・子供
は60％減少した状態を実現す
ることについて、一般公衆が約
66％、子供が67％の達成と報
告されている。

　　住宅除染後の空間線量率は線
量率の高い地区では平均値で時
間当たり0.63マイクロシーベ
ルトとなっている。年間追加被
ばく線量１ミリシーベルトが達
成できるまで国へ要望していく
考えである。

■問 　安心して住める環境、数字を

町としてどのぐらいと考えてい

るのか

■答 　（放射線対策課長）町の目標
とする数値は長期的に年間追加
被ばく線量１ミリシーベルトを
目指すとしている。

■問 　低線量被ばくに絶対的な正解

はないというふうに言われてい

る。目標実現のため徹底して除

染をやっていただきたい。また

測定地点から１メートルしか離

れていない雨どいの下が3.7・

4.8という高さ、除染後になぜ

このように高い数字がでるのか

■答 　（放射線対策課長）１メート

ルぐらい移動した場合、高いポ
イントがあるということだが、
こういったポイントがまさしく
これからフォローアップ除染の
対象になってくるところだと考
えている。

■問 　屋内で0.38、0.46という線量

では、当然安心して住めないと

いうことになってくる。この除

染はどのような方法でやるのか

■答 　（放射線対策課長）外部からの
影響が多いということで、室外
の除染をしっかり続けて取り組
むということが室内の空間線量
を下げる方法だと考えている。

■問 　原子力発電所の安全性について

■答 　（町長）昨今の人的ミスとも
思われる問題が生じたことに対
し、現在の状況を的確かつ迅速
に把握をし、責任と主体性を
持って取り組むよう全社を挙げ
て早急な原因究明と改善を行
い、各種マニュアルの再点検な
ど徹底した再発防止策を強く事
業者に求めたところ

■問 　東電の管理能力が問われたト

ラブルや事故がこの２月だけ見

ても連続して発生している「圧

力容器の温度計故障」「高濃度

汚染水100トン漏洩」「使用済

み核燃料プールの冷却が約４時

間半にわたって停止」するなど、

それらの事故が起きた場合に東

電からの連絡、通報体制はどの

ようになっているのか

■答 　（環境防災課長）震災発生時
以降、25年の10月18日現在
で5,620件の連絡等々は入っ
てきている。通報体制として、
マスコミ発表と同時に町のほう
には報告されている。

■問 　町としては具体的にどのよう

に対応したのか

■答 　（環境防災課長）2月12日か
ら27日までの事故、人為的な
ミスと思われる部分において
は、2月24日、福島市におい
て所在町協議会を開催し、事業
者を呼び会長から要請を行って

いる。

■問 　新聞には「この震災以降３年

間の中でトラブルは201件、5

日に１件の割合で発生している

のは異常だ」と載っているが、

現時点でこういった状況を見た

ときに、帰町が可能と判断でき

るような状況には私にはなって

いないと思うが、町長はどのよ

うに考えているのか

■答 　（町長）そういう状況を見た
ときに判断する際は非常に難し
いであろうと、厳しいであろう
というふうに思っている。

■問 　飲料水について、本当に大丈

夫なのか

■答 　（放射線対策課長）双葉水道
企業団のほうで２日に１度放射
性物質の検査をしており、検出
されていないというような結果
を報告いただいている。

■問 　木戸ダムの湖底にはどのくら

いの放射性物質が含まれている

のか

■答 　（放射線対策課長）木戸ダム
の放射性物質の検査結果につ
いては１万6,800ベクレルと
なっている。

■問 　台風等によって水かさが増

し、濁水になったときに、これ

は飲料水として利用できなくな

る、これは当然だと思うが、そ

ういった不安の要素である土壌

を取り除いて、この水は大丈夫

と言えるような状況にするよう

国に対しても強く要求、要望す

べきだと思うが

■答 　（町長）飲料水は、大変重要
な位置づけである。ダムの湖底
を除染すべきであるというこ
と、現在ろ過装置があるが、万々
が一のときの対処をするため
に、このろ過装置を追加設置を
すべきであるということ、24
時間モニタリングをポイントも
ふやしてやるべきであることな
ど、要望書としてまとめている
ところである。
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い
っ
ぱ
ん
質
問

いっぱん
質問 町政を問う! 宇佐見  雅夫　議員

◆世界一のＪフィールドと

　するために

■問 　復興計画には「広域連携によ

るＪヴィレッジ等を活用したま

ちづくり」を掲げているが具体

的な施策をどのように考えてい

るか

■答 　（町長）各種スポーツを通じ

た観光、交流の拠点、住民の健

康づくりの場、スポーツ医療拠

点として活用を考えている。今

後はＪリーグチームの合宿や

地元チームの準ホームタウン

化などによる交流事業を初め、

2020年東京オリンピックにお

ける練習拠点の一つとして活用

を図り、日本サッカー協会、福

島県などと連携しながら実現に

向け尽力していきたい。

■問 　敷地内を50万ボルトの送電

線が横切り、景観や土地利用が

制限されているが、土地の有効

活用や景観向上など様々な観点

から送電線の地下埋設を検討す

べきとか思うが

■答 　（町長）議員が指摘する広野火

力発電所からの50万ボルトの超

高圧送電線については、Ｊヴィ

レッジ建設以前から設置されて

おり、また事業者の所有である

ことから地中送電化は困難であ

るというふうに考えている。

■問 　埋設により敷地を生かし様々

な整備が可能。世界一の施設と

し、町発展のため検討してはど

うか

■答 　（町長）現状、非常に困難で

あると思われるが、機会があれ

ば東京電力、あるいは県・国に

提案をしたい。

◆災害公営住宅の整備状況に

　ついて

■問 　災害公営住宅の整備戸数、家

賃、整備に至るまでの経過、完

成の見通しは

■答 　（町長）津波により家屋流失

した方々の中で災害公営住宅を

希望している37戸を計画して

いる。しかしながら、避難生活

も３年経過し現時点の考えの相

違があるため、再意向調査を実

施中。家賃は町独自の家賃減免

に取り組みたいと考えている。

整備は今後用地交渉を進め、設

計、造成、建築を行い平成27

年度後半より入居可能にしたい

と考えている。

■問 　津波被災者以外で大規模半壊

等により、公営住宅を希望する

町民をどのように把握している

か

■答 　（町長）全壊、大規模半壊以

上の145世帯のうち、戸建て

の災害公営住宅の希望は38世

帯という結果。今後は既存の町

営住宅の復旧との整合性を図り

ながら希望者の災害公営住宅の

枠を確保していきたい。

■問 　既存の町営住宅の建築状況

（戸数）、入居状況及び入居者

は帰町後も引き続き町営住宅に

入居を希望しているのか

■答 　（町長）震災前の建築戸数は

304戸、入居戸数は291戸。

帰町後の入居希望について意向

調査を実施した結果、平成26

年２月末現在ですぐに戻るが

102戸、戻らないが54戸、判

断できないが21戸、未回答が

114戸という結果。

■問 　新築する災害公営住宅と既存

の町営住宅の住み分け（入居区

別）で不公平が生じることはな

いのか

■答 　（町長）新築する災害公営住

宅は津波被災者及び半壊以上の

世帯などを対象として計画、既

存の町営住宅は、それ以外の住

宅困窮者を対象として住み分け

ており、不公平が生じることは

ないと認識している。

■問 　人口減少が避けられない中、

双葉郡の住民の受け皿として住

宅確保を含め、具体的な取り組

みをすべきと思うが、帰還困難

区域等の双葉郡住民の当地方へ

の移住希望をどのように働きか

けるのか

■答 　（町長）葉町は双葉郡の復

興拠点であり、安心・安全に暮

らせる地域であるということを

広く知っていただくため、新し

いまちづくりの計画や現在の状

況及びイベントなどの情報を積

極的に発信し、長期避難者の方

に双葉郡に住みたいと思ってい

ただけるよう努めてまいりた

い。
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い
っ
ぱ
ん
質
問

いっぱん
質問 町政を問う! 猪 狩  　 守　議員

◆田畑の除染について

　平成24年度の田畑の除染が終

了した後に営農再開に向けて農業

復興組合を立ち上げ、水田の草刈

りや耕起をして管理を行ってい

る。そこで、以下について質問を

行う。

■問 　田畑の土壌の汚染度の検査を

しているか

■答 　（町長）平成25年12月から

26年１月にかけて、町内200

カ所の水田で1カ所につき５つ

の地点で15センチの深さまで

土を採取、試料を攪拌混合し、

放射性濃度の測定を行ってい

る。放射性物質濃度でセシウム

137、134の合計値が最大キ

ログラム当たり4,697ベクレ

ル、最少で639ベクレル、平

均で2,134ベクレルとなって

いる。

　　水田の除染は、ゼオライトと

カリウムを散布し、それぞれ１

回深耕する方法で行われたの

で、放射性物質は土壌に存在し

ているが、除染前で最大7,750

ベクレルであったものが、除

染後の最大は4,697ベクレル

であることから、一定程度放射

線影響は低減できたと考えられ

る。

　　また、これまでの米の実証栽

培からも放射性物質の移行係数

は0.003と極めて影響が少な

い結果が得られており、福島県

における水稲等栽培管理計画に

基づき、放射性物質移行の吸収

抑制対策に効果があるカリウム

に着目しながら、営農再開に向

けた実証試験栽培を平成26年

度も継続をしていきたい。

　　平成26年度は町内の土壌中

のカリ成分を把握をするため、

土壌サンプル検査を約300点

予定をしており、今後の営農再

開に向けて農業者が安心できる

よう、土壌の特性を把握しなが

ら、きめ細やかな営農再開に向

けた対応を関係機関とともに検

討していきたい。

■問 　 最 大 値 キ ロ グ ラ ム 当 た り

4,697ベクレルと最小の639

ベクレルの場所はどこか

■答 　（放射線対策課長）最大値が

上繁岡の二枚橋地区の水田、最

小値が波倉の五反田地区の水田

となっている。

■問 　25年度の除染された畑の検

査結果は

■答 　（産業振興課長）25年度は県

のほうで町内４カ所ほど実施。

土壌中の放射性セシウムの合計

濃度が1,300から1,900ベク

レルという測定結果が出てい

る。

■問 　農業用ため池27カ所あると

思うが汚染土壌の検査は終了し

たか

■答 　（町長）県が実施したものが

24カ所、環境省が定期的に実

施しているのが３カ所で調査結

果が出ている。放射性物質濃

度でセシウム137、134の合

計値で最小がキログラム当た

り229ベクレル、最大が４万

8,000ベクレル、平均で１万

4,509ベクレルとなっており、

8,000ベクレルを超えたため

池は19カ所。仮にため池から

水田へ放射性物質が流入したと

しても、水田に存在する放射性

セシウムに比べて1,000分の

１程度であると考えられている

ため、その影響は極めて低いと

考えられる。しかし、風評や実

際栽培する農家にとっては大き

な不安材料となると思われるの

で、引き続き汚染状況とその影

響を調査し、必要な対策を国へ

求めていく。

■問 　楢葉町の農業用ため池は現在

渇水状態だが土壌の剥ぎ取りな

どを県に要請しているのか

■答 　（産業振興課長）町としては

以前から要望している。今回の

加速化交付金において県と国と

で調整し、要綱は取りまとめて

いると聞いている。

■問 　農業用施設、農業用の用水路

とマスの除染は行なっているの

か

■答 　（放射線対策課長）農業用の

用水路とマスについては一部平

成25年度に着手した部分もあ

るが、それ以外は未施行である。

26年度早い段階で除染をして

いただくように国のほうに申し

入れていきたい。
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１月臨時議会で議決された事項についてお知らせします
《 会期　平成26年１月29日：１日間 》

平成26年
臨時議会

中間貯蔵施設（保管庫）建設の是非を問う住民投票条例の制定について

工事請負契約の締結・変更

　地方自治法第74条第１項の規定に基づき、条例制定請求代表者から住民投票条例制定の請求があっ

たため【賛成４・反対６：否決】

◆中満造成宅地滑動崩落緊急対策工事契約の締結のため。【全員賛成：可決】

　＜契約金額　１億3932万円・契約相手方　草野建設㈱＞

◆ ㈱ニノテックいわき営業所と締結した北地区マンホールポンプ災害復旧工事契約額の減額に伴う変

更ため【全員賛成：可決】

　＜変更後２億3335万950万円（1234万9050円の減額）＞

◆ ㈱ニノテックいわき営業所と締結した南地区マンホールポンプ災害復旧工事契約額の減額に伴う変

更ため【全員賛成：可決】

　＜変更後２億1508万9350円（2221万650円の減額）＞

◆賛成意見（要約）

・将来の町の存続にかかわる問題は、町長や議会

や一部の行政区のみで決めるものではなく、町

民の意思により判断すべきである。

・2,151名の署名という町民の声を議会とし

て、しっかり受け止め判断すべき。

・中間貯蔵施設設置には反対しているが、保管庫

設置は容認している。中間貯蔵施設も保管庫も

同じ施設であり設置は反対すべきである。

・帰町時期の判断をしようという時に当該施設が

設置されれば帰還意識が低下することは明白で

ある。

・将来的に最終処分場となる恐れがある。

◆反対意見（要約）

・１月27日に町長が福島県知事に対し、中間

貯蔵施設の設置見直しを求める要望書を提出

しており、その動向を見極めるべき。

・町も議会も、今でも一貫して設置に反対して

おり、議会も既に全会一致で反対決議を行っ

ている。

・双葉は一つということを考えた場合、今後大

きなしこりを残すこととなる。

・住民投票により、設置回避のためこれまで積

み上げてきたモノが瓦解し、郡全体の復興を

停滞させる危険性がある。

・条例案に誤記や不備等があり、充分な精査が

行われていない。

２月臨時議会で議決された事項についてお知らせします
《 会期　平成26年２月12日：１日間 》

【平成25年度一般会計補正予算（第６号）】

工事請負契約の変更

　予算総額に５千万円を追加し、歳入歳出予算総額　96億9289万７千円とする。【全員賛成：可決】

＜商業仮設店舗整備工事費＞

◆ ㈱フジタ東北支店と締結した楢葉中学校災害復旧工事契約額の増加に伴う変更ため【全員賛成：可決】

　＜変更後１億6879万８千円（289万８千円の増額）＞
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全員協議会で、協議された事項についてお知らせします。 全　員
協議会

葉町帰町計画（案）について【説明：復興推進課】

≪開会日：平成26年２月12日・３月17日≫

◆帰町に関する基本的考え方

　町は帰町計画に基づき実施してきた施策等の結果を踏まえ各要件が充足されているか確認し、除染・

原発の状況については有識者等から意見を聴取。また、その結果を町民や議会に説明し、いただいた

意見も参考とし、総合的に勘案したうえで、平成26年春に帰町の判断をする。

◆帰町可能と判断された場合

・帰町開始時期の目途を示すとともに避難指示見直しに向け国と協議を進める。

・帰町計画に基づき、具体的施策を示した実施計画を策定し実行する。

・町民へ「帰町・生活再建マニュアル」配布などを行う。

◆帰町可能と判断されなかった場合

・状況をみて、改めて判断を行う。

◆帰町判断の方法（考慮すべき要件）

≪安全の確保≫ ≪生活に必要な機能の回復≫

除染の効果・除染廃棄物等の管理体制・放射
線モニタリングの実施・放射線影響への対応・
原子力発電所の安全性・防災、防犯対策など

電気、通信、上下水道等の復旧状況・交通インフ
ラ（道路、バス等）の復旧状況・日常的な買い物
の環境・一次医療、介護、福祉施設等・公共施設
の機能の回復状況。

◆重点事項（帰町可能と判断後）

役 場 体 制 整 備 役場の全面再開に向けた準備。

情 報 提 供 帰町、生活再建に関する情報の提供

防 災 防 犯 対 応 防災対応の計画に基づく防災、防犯体制の確立。

暮らし再開に向けた環境づくり
準備宿泊、生活再建促進、健康管理体制整備、コミュニティ
の再構築、住宅確保など

事 業 再 開 促 進 及 び 新 産 業 創 出
商工業等の再開準備、農林水産業の再興、新たな産業の誘
致・創造など

帰町を当面見合わせる町民への支援 避難生活支援継続、将来の帰町に関する取組など

◆葉町復興推進委員会からの提言＜新生ならはの実現に向けて＞

①住民自治 町民一人ひとりが担い手となって動かして行く。

②コミュニティ 地縁等にととまらず新たなコミュニティづくりが必要。

③Jヴィレッジ Jヴィレッジ再生し復興のシンボルとしていく。

④健康・元気
しばらくは医療介護の人材不足が懸念されることとから、健康維持、回復等に

関する取り組みが必要。
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⑤新産業
モックアップ施設を軸にロボット制御技術等の新産業の進出が見込まれ、新た

な分野での人材育成なども期待される。

⑥まちなみ
コンパクトタウンや鉄道．高速道路の開通により交通の要所としての位置づけ

も高まりにぎわいのある町となることが期待される。

◆質　疑

Q．原発の安全性や除染(仮置場等)について

A．原子力防災対策検討委員会や除染検証委

員会における検討結果を踏まえ判断してい

く。

Q．災害公営住宅や防災計画の完成時期も踏

まえるべき

A．防災計画は26年度中に策定する予定、災

害公営住宅は27年度末予定となっている

が、仮設住宅など他の手法も検討しつつ判

断していく。

Q．除染結果にも町内でムラがあるが、帰還

は全町一斉に行うのか。

A．区域見直しは全町一体で実施、線量の高

いところには必要な対策を講ずる。

Q．この計画では解除が既に決まっているよ

うに思えるが。

A．解除ありきということではない。考慮要

件を一つずつしっかり検証し、町民、議会

の意見を聴いていく。

Q．町として各要件に一定の基準を示すべき

（表現が抽象的）

A．町としては各検証委員会等を設置し、専

門家等による検討を行っておりその検討結

果を基準としたいと考えている。

Q．Ｊヴィレッジを核とした周辺利用をより

具体化すべき（サッカー以外の利用等）

A．Ｊヴィレッジから町内へと人の流れが作

れるよう検討していきたい。

葉町除染検証委員会からの提言【説明：委員長 児玉龍彦東京大学教授】

≪開会日：平成26年３月17日≫

　基本方針として、町民目線できめ細やかな除染、

健康管理、スクリーニングなど継続して実施し、安

心できる生活環境保持のため、町民一人ひとりも関

心を持って取り組む。

◆現状を踏まえた評価

・生活環境における線量管理と防護対策について、

全体として概ね達成、しかし従前の線量．生活環

境に戻すための継続的に行うべきものも多く見ら

れる。

・個人の被ばく線量について、WBC検査は年々受診者が減少しており、特に若年層が激減。市販品

により食生活のため内部被ばくの可能性は低い。

・水等の安全について、水の数値とし安全は保持されているが、木戸ダムの湖底に汚染物質が堆積し

ており、それを飲み水として使用するには抵抗があるのが現状。上水道における放射性物質の混入

をモニタリングできる測定強化が必要。また、地産地消を目指し精度が高い測定と情報周知、除染

支援を行うべき。

・農業等の再興について、現在、米について放射線の全袋検査を実施しているが、消費者に対し安全

を確保することはもとより、万が一放射線が出た場合、その生産者を守る対策が最も重要である。

・森林除染について、今後長い時間をかけて除染する対応策を検討していかなければならない。

【委員長　児玉龍彦教授】
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葉町の除染結果及び今後の予定【説明：環境省（福島環境再生事務所）】

≪開会日：平成26年３月17日≫

平成26年３月末頃除染作業が終了予定。

◆ 除染の効果について、ほぼ全ての地域で線量が低減。

◆ 目標との比較について、年間追加被ばく線量が平成

23年８月末と比べ、一般公衆で約66％、子どもで

約67％低減し目標を達成している。

◆楢葉町の仮置場について、楢葉町内に24か所設置。

搬入されたフレコンパック数は２月20日現在で49

万3087袋。可燃物仮置場ではガス抜き管を設置し、

雨水等を防止するシートで被い、フレコンから出た水については、底部に遮水シート敷き集水タン

ク貯留し測定し安全確認後排水、周辺に門扉等を設置し容易に近づけないよう管理を行っている。

　　仮置場周辺の線量については、最大で0.3μSv/hで、浸出水、地下水からは基準値超の放射性

物質は検出されていない。

　　管理情報については毎月広報誌へ掲載。

◆ 今後の進め方について、今後、除染効果の維持確認のため事後モニタリングを実施し、除染効果が

維持されていない地点ついてはフォローアップ除染の実施を検討している（未同意等も含め26年

度中に実施）。

◆質　疑

Q．森林、池沼の除染はするのか

A．森林については実証結果を検証し方針を

取りまとめる予定。池沼除染については営

農再開の観点から加速化事業で現在検討中。

Q．仮置場のフレコンパックの劣化状況を把

握しているか

A．3年間の保障はされているが、現在3年を

経過したものは無い。今後、移送などの際

に確認していきたい。

Q．全戸事後モニタリングを実施するのか

A．全戸モニタリングを行い、各戸に報告を

実施する。

Q．フォローアップ除染の基準は

A．基準値については町により状況に違いが

あるため、個々の町で事後モニタリング結

果を精査し判断していきたい。

Q．３年を経過した廃棄物の処理について

A．政府としての方針は平成27年から中間貯

蔵施設へ搬入としているので、これを目標

に進めている。

・災害廃棄物の対応について、現状可燃ごみの減容が早急に必要。数年のうちに可燃ごみを処分して

いく対策を町独自でも確実にしておくことが非常に重要。

◆帰町判断について

　人が住んでいるところは、きれいに整備され復興も加速化、人が住まなくなった場所は荒廃すると

いう現状があり、町の復興は町民が戻った段階が本格的なスタートであり、町民が一人ひとり町をき

れいにしていくという意識をもち、選択の幅を広げていく段階に来ているのではないか考える。

　戻る人に対する住宅のクリーニングアップ等の費用の担保がなされていることが重要である。

【環境省（福島環境再生事務所）】
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委員会の
うごき

＝ 各委員会の活動状況などについてお知らせします ＝

【調査日： 平成26年２月３日】

　低線量被曝リスク管理は町民が帰町を判断するうえ

で大きな要因となるため、学識経験者として福島県放

射線健康リスク管理アドバイザーであり、長崎大学教

授でもある高村昇氏による講演を実施しました。

　この中で多くの専門家は、福島県における低線量被

ばくに伴う健康被害のリスクは低いという評価を示し

ている一方で、県民の意識調査結果からは、健康への

影響について４割から５割程度の方が、依然として可

能性が高い、あるいは非常に高いと感じているという

結果が出ており、現実的なリスクと県民の認識には大

きな差異がみられることが解りました。

　この隔たりを埋めるには、信用性の高い検証結果を蓄積し、帰町者はもとより、居住を促す啓蒙活

動や若者に対する安全意識の醸成など広く啓蒙すること重要な課題となってくることが予想されまし

た。また、これには相応の時間と作業が必要であることも考察される結果となりました。

【調査日：平成26年２月21日】

　新生楢葉をつくり上げるため策定委員会を設置し、協議が進

められている「楢葉町土地利用計画アクションプラン」につい

て、調査を行ないました。

　これは土地利用の観点から「産業再生エリア・コンパクトタ

ウン整備エリア・竜田駅東側開発エリア」などのエリヤを形成

し、楢葉町及び双葉郡の復興を支える拠点形成を計画するもの

です。

　調査の結果、Jヴィレッジや木戸駅の周辺開発など、盛り込

むべき事項が盛り込まれていなかったことや双葉郡としての復

興拠点として、医療や福祉などの施設をより具体的(病院や規

模等)に表現するなど、移住者受入れに対する町としての意志

表示を強く示す必要があると思われました。また、エリアの選

定や工程が現実的に施行した際に適当であるのかなど、内容に

ついて、より検討を深めるべきであると思われる結果となりま

した。

◆低線量被ばくに関するリスク管理について

◆今後のまちづくり構想に関する調査

総務環境常任委員会

【長崎大学　高村昇教授による講演】

【資料より抜粋】
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【調査日：平成26年２月７日】

　将来、営農が再開される見込みのある農地に

ついて、県の支援事業を活用し、町で組織した、

楢葉町農業復興組合の活動状況について調査

を行いました。

　楢葉町農業復興組合は平成25年３月５日に

設立、５月から取り組みを開始し、各地区水稲

生産組合、集荷業者、認定農業者、個人農業者

等、７団体66名、個人38名、計104名の体

制で活動しており、主に除染が終了した農地の

草刈・耕起等の取り組みを行っています。

　調査の結果、組合の取り組みについて、一定

の成果は認められましたが、現実的な営農再開には課題が山積していることも確認できました。また、

取り組みが行われない農地は、鳥獣・病害虫等の発生源となる恐れあるため、町としての積極的な対

応が必要であること、加えて、営農再開には、農作物の安全が大前提となるため、実証作付を引き続

き実施し、集約した検査結果などを、広く周知し、農作物の安全性を浸透させる対策が重要であると

の結論を得ました。

【調査日：平成26年２月14日】

　平成25年12月26日に原子力賠償審査会よ

り、第四次追補が示されたことに伴い、調査を

行いました。

　第四次追補において、移住にかかるものや住

宅の修繕にかかるものなど、遅れていた避難者

の生活再建に関する賠償について、一定の方向

性が示されました。

　しかし、この事項は、予てより幾度か要請.要

望等を行っている経過があり、対応の遅さが感

じられるとともに、楢葉町を含む避難指示解除

準備区域における方向性としては具体的には示

されませんでした。

　この様なことから、町民が不利益とならないよう強く要望していく必要があると考えられます。

　また、賠償の方針等が示されていない部分や難解な表現等もあり、誤解を招いているケースが見受

けられることから、国並びに東京電力には、賠償に関しスピード感をもって対応することはもとより、

より明瞭な内容の周知と避難者間に不公平感を与えないような対策が求められます。

　以上のことも踏まえ、引き続き充分な調査が必要であるとの結論となりました。

◆農業復興組合の実態調査

◆賠償に関する調査

経済福祉常任委員会

【取り組み農地視察】

【環境省より説明】
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【調査日：平成26年２月14日】

　福島第一原子力発電所の廃止に伴う対策等及び

同発電所において、今尚発生し、増加し続けている

汚染水について調査を行いました。

　第一原子力発電所においては、現在廃炉に向けた

取り組みが進められており、４号機については、使

用済み核燃料の取出しが開始されています。１号機

から３号機に関しても順次、準備ができ次第、燃料

の取り出し作業に入る計画とのことでした。

　しかし、建屋内の状況が確認できていないことや

廃炉計画に燃料の最終的な処分方法、高線量の瓦礫

の処理方法等必須条件となってくるものが検討されていないため、その必要性が感じられました。

　汚染水については、１日約400㎥の汚染水が発生し、随時タンクを増設し貯蔵している状況が続

いており、遮水壁設置や地下水の汲み上げなどの対策が行われていますが、以前調査した時点から抜

本的な解決策の進捗は見受けられませんでした。

　汚染水を根本的に減らすには破損した建屋内の修繕が前提となるため、早期の実行が困難であるこ

とも確認されたことから、新たな技術等の利用研究を積極的に行い、貯蔵されている汚染水を減らす

方法等もあわせて検討する必要が認められました。

　以上のことから、本件は引き続き充分注視し、継続した調査を行なうべきであるとの結論となりま

した。

【調査日：平成26年２月14日】

　平成25年６月から７月にかけ、環境省が行った除染作業中に、町内の井出川河口付近で発見され

た高線量物質に関し、環境省並びに東京電力㈱に対し、説明を要請し調査を行いました。

　発見された高線量物資は４つで東京電力において、発生場所やそこに至った経緯などについて分析

を行った結果、この物質からコバルト60が検出されたことにより原子力発電所敷地内から発生した

ものであると推定されるが、発見場所に至った経緯については、海路や陸路などを特定することは出

来なかったとの説明でした。

　経路が特定できなかったことや山林など除染が行われていない場所も多くあることなどから、同様

の物質が町内に散在する可能性を否定するには至らず、安全性を考慮すれば、除染とは別に調査（双

葉郡等の広域的なものも含め）を行なう必要があると考えられました。

　原因者等においては、その深刻性をよく認識するとともに、不安払拭の為の対策等を講ずる必要性

があるとの結論となりました。

◆原発の廃炉及び汚染水に関する調査

◆井出川河口付近で発見された高線量破片の調査

原子力発電所安全対策常任委員会

東日本大震災及び原子力災害に関する特別委員会

【東京電力による説明】
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議会の活動【１月～３月まで】

日付 １月

6

仕事始めの式
（いわき、会津美里町出張所）

東京電力㈱広瀬社長来所

９

年末年始知事懇談会（福島市）

双葉地方町村議会議長・事務局長
合同会議（福島市）

10 所管事務調査打合せ（いわき市）

11 奇祭「大俵引き」（会津美里町）

12 平成26年楢葉町成人式（いわき市）

16
議会の活性化に関する特別委員会
（いわき市）

20

復興副大臣・政務官等と議会議長
との意見交換会（福島市）

双葉地方町村議会議長会議
（福島市）

21
義援金疑惑に対する町民の不信感
並びにその払拭の為の調査に関す
る調査特別委員会（いわき市）

23
福島第一原子力発電所視察
（双葉町・大熊町）

24 議会運営委員会（いわき市）

26
平成23年楢葉町消防団出初め式
（楢葉町）

27
岩手県大船渡市議会視察随行
（いわき市、楢葉町）

29 第１回１月楢葉町議会臨時会

日付 2月

１
平成25年度楢葉町表彰式（いわき市）

新春交歓会（いわき市）

３
東日本大震災及び原子力災害に関
する特別委員会（いわき市）

４
会津美里町議会との交流会
（いわき市）

6 議会運営委員会（いわき市）

７
東日本大震災及び原子力災害に関
する特別委員会（楢葉町）

12

第２回２月楢葉町議会臨時会
（いわき市）

楢葉町議会全員協議会（いわき市）

議会の活性化に関する特別委員会
（いわき市）

13
義援金疑惑に対する町民の不信感
並びにその払拭の為の調査に関す
る調査特別委員会（いわき市）

14

東日本大震災及び原子力災害に関
する特別委員会（いわき市）

東京電力㈱福島復興本社復興推進
室副室長来庁（いわき市）

18
双葉地方広域市町村圏組合議会保
健福祉常任委員会（広野町）

19
双葉地方広域市町村圏組合議会消
防厚生常任委員会（広野町）

20

双葉地方広域市町村圏組合議会総
務常任委員会（広野町）

全国原子力発電所所在市町村協議会
福島第一原発視察（大熊町、双葉町）

21
東日本大震災及び原子力災害に関
する特別委員会（いわき市）

22
常磐自動車道（広野－常磐富岡間）
再開通式（楢葉町・富岡町）

24

復興副大臣・政務官と議会議長と
の意見交換会（福島市）

福島県町村議会議長会定期総会
（福島市）

福島県原子力発電所所在町協議会
（福島市）

双葉地方町村議会議長・事務局長
合同会議（福島市）

28
双葉地方広域市町村圏組合議会定
例会（広野町）

日付 3月

５ 議会運営委員会（いわき市）

6 総務環境・経済福祉常任委員会合
同委員会（いわき市）7

９
平成25年度東日本大震災犠牲者
追悼式（楢葉町）

11
３月楢葉町定例会（いわき市）

12

13 楢葉中学校卒業式（いわき市）

14 ３月楢葉町定例会（いわき市）

17 全員協議会（いわき市）

18 あおぞらこども園卒園式（いわき市）

20 楢葉町南北小学校卒業式（いわき市）

24
議会の活性化に関する特別委員会
（いわき市）

25 双葉地方町村長・議長会議（郡山市）

26
福島第二原子力発電所副所長来庁
（いわき市）

28 離任式（いわき市）
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平成26年６月定例会は、６月中旬ごろ開会の予定です。

● 場　所
　 葉町いわき出張所 谷川瀬分室 ２階 会議室

 （いわき市平谷川瀬１丁目１－１）

≪問い合わせ先≫

 葉町議会事務局
 Tel ：０２４６－２５－５５６１

 Fax：０２４６－２５－５５６４

【開会日は、予定ですので変更となる場合があります。
 予めご了承ください。】

※ 議会を傍聴される際には、決まりを守り静粛に傍聴されるようお願い
いたします。なお、席には限りがありますので、予めご了承ください。

町へ提言書を提出しました

　楢葉町議会住民懇談会において、皆さまからご要望等をいただいた中で、町に対するもの

について取りまとめ、４月18日に提言書として、町長へ手渡しました。

　今後、国などにも要望活動行い皆さまの声を伝えてまいります。

◆除染に関する事項

・木戸ダム湖底・農業用ため池、

農業用水路・住宅の屋内除染と

モニタリングの実施・再除染、

フォローアップ除染の基準公

表・山林除染・除染未同意者対

策・セメント瓦除染や代替案の

検討・除染作業の丁寧な説明と

きめ細やかな除染の実践

……………………………
◆安全安心に関する事項

・飲料水浄水施設に放射性物質除

去装置の設置・飲料水（沢水を

含む）の24時間監視システム

設置・取水停止時の対応として

飲料水貯蔵タンクの増設・医療

（病院、歯科、眼科）福祉や介

護サービスの充実と地元再開・

防犯カメラ設置・定期放射能測

定結果分布図公表・高線量屋敷

防風林（イグネ）対応策・防波

堤の迅速な復旧・中間貯蔵施設

を最終処分場としない

◆帰町判断に関する事項

・原発の安全性の担保・町民の安

全安心が担保されての帰町・フ

レコンパックや仮置場が無く

なってから帰町・帰町時期は町

民が納得した上で判断

……………………………
◆営農に関する事項

・水田や畑の再開方針や具体的な

計画の公表・水田取水口に放射

性物質除去装置の設置・除染廃

棄物の仮置場の農地再開計画公

表・農業用地特区により農地の

拡大利用を促進・鳥獣の被害防

止対策

◆賠償に関する事項

・財物等の賠償６分の２以降の今

後の見通し・解除後における精

神賠償の１年以降の継続・賠償

に関するわかりやすい解説書の

作成

……………………………
◆学校に関する事項

・帰町後の学校の運営、通学方法

の早期公表・要介護支援児等に

対する通学支援

……………………………
◆その他

・津波被害者の代替地対策・被災

住宅の一部損壊等の取壊し対策

≪要望事項≫


